
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：24－014） 

 

１ 9 月 9 日（月）、中国東部の連雲港において、グローバル安全保障フォー

ラムが開催され、122 の国、地域、国際機関（国際刑事警察機構（INTERPOL）

など）が参加した。 

2022 年、中国の習近平国家主席は、「グローバル安全保障イニシアティブ

（GSI）」を立ち上げ、自国を、グローバル安全保障ガバナンスの向上、永続

的平和促進のためのファシリテーターとして位置づけた。今回のフォーラムは、

その継続的な取り組みの一環である。 

同フォーラムにおいて中国は、世界秩序がより公平で合理的で効率的な方向

に発展するよう、何千人もの外国の法執行官を訓練することを発表した。 

また、9 月 11 日（水）、中国の福建警察学院に開設される中国－太平洋島嶼

国トレーニング・センター・コンプレックス（CPPTC）の起工式が行われ、太

平洋の 8か国が参加した。 

 CPPTC の開設により、太平洋島嶼国は警察官を中国に派遣し、様々な訓練コ

ースに参加させることができるようになる。 

原文 

（11th September 2024, The Guardian） 

原文 

（17th September 2024, Solomon Islands Government） 

原文 

（21st September 2024, Deccan Herald） 

 

２ 9 月 21 日、米国デラウェア州ウィルミントンにおいて、バイデン大統領の

主催により、豪州のアルバニージー首相、インドのモディ首相、日本の岸田首

相とのクアッド首脳会合が行われ、共同声明が発表された。 

 同共同声明では、2022 年に発表された海洋状況把握のためのインド太平洋パ

ートナーシップ（IPMDA）などを通じて提供されるツールを最大限に活用でき

るよう、地域の新たな取組みとしてインド太平洋海洋トレーニング・イニシア

ティブ（MAITRI）が発表された。 

また、米国沿岸警備隊（USCG）、日本の海上保安庁（JCG）、豪州国境警備

隊（ABF）、インド沿岸警備隊（ICG）が、相互運用性を向上させ、海上安全を

促進するため、2025 年に史上初の海上における日米豪印シップ・オブザーバ

ー・ミッションを立ち上げることが発表された。 

https://www.theguardian.com/world/article/2024/sep/11/china-to-train-thousands-of-overseas-law-enforcement-officers-to-create-more-fair-world-order
https://solomons.gov.sb/china-pacific-island-training-centre-a-new-era-for-policing-in-the-pacific-as-minister-tanangada-attends-ceremony/
https://www.deccanherald.com/opinion/china-is-exporting-its-authoritarian-practices-and-values-to-global-south-3200620


更に、インド太平洋地域全域における民間人による自然災害への対応をより

迅速かつ効率的に支援するため、4 か国間で空輸能力を共有するインド太平洋

ロジスティクス・ネットワークの試行プロジェクトの立ち上げが発表された。 

原文 

（21st September 2024, White House） 

原文 

（22nd September 2024, Reuters） 

 

３ 国連開発計画（UNDP）太平洋事務所（フィジー所在）は、日本政府の支援

を受け、パラオ国際空港に国境警備を強化するための安全設備を供与した。 

これは、2021 年 11 月から開始された UNDP の統合国境管理プロジェクトの一

環である。このプロジェクトは、フィジー、パラオ、バヌアツの国境管理当局

の能力、システムを強化し、旅行者や貨物の効率的な国境移動を促進するとと

もに、データ管理の改善、当局間協力、地域連携を通じてセキュリティを強化

することを目的としている。 

パラオ経済における観光の重要な役割を考えると、パラオ国民と来訪者の安

全、セキュリティの確保は、パラオ経済の安定にとって不可欠である。 

提供された設備は、旅客案内のためのデジタルスクリーン、衛生環境のため

の空調システム、税関業務のための IT機器、監視強化のためのセキュリティカ

メラなど約 50万ドル相当の設備である。 

原文 

（17th September 2024, Island Times） 

 

５ アメリカ航空宇宙局（NASA）の海面変動科学チームが、ツバルやキリバス

などからの要請を受け、米国務省との緊密な連携のもと実施した分析によると、

今後 30年間で太平洋島嶼国の海面は少なくとも 15センチ上昇するという。 

同チームはまた、2050 年代までに太平洋島嶼国のどの地域が高潮による洪水

の被害を受けやすくなるかを示す洪水マップを作成した。 

現在、高潮による洪水の日数が年間 5 日以下であるツバルは、2050 年代には

年間平均 25 日の洪水に見舞われるようになるという。また、キリバスでは、

2050年代に年間平均 65日の洪水が予測されている。 

NASA によると、この洪水マップは、どの地域に洪水対策を集中させるかの意

思決定に役立つという。 

原文 

（26th September 2024, RadioNZ） 

 

６ アジア開発銀行（ADB）とマーシャル諸島政府は、マジュロとイバイにお

ける水、衛生、固形廃棄物管理に重点を置いた過去最大規模となる 5250万ドル

の無償資金協力に調印した。調印式には ADB 太平洋局の岩崎副局長、マーシャ

ル諸島のハイネ大統領らが出席した。 

https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2024/09/21/the-wilmington-declaration-joint-statement-from-the-leaders-of-australia-india-japan-and-the-united-states/
https://www.reuters.com/world/quad-expand-maritime-security-cooperation-bidens-farewell-summit-2024-09-21/
https://islandtimes.org/undp-supports-enhanced-border-control-capacity-and-security-in-palau/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/529117/nasa-predicts-15cm-of-sea-level-rise-for-pacific-islands-in-the-next-30-years


 ADB によると、本資金協力は、マジュロにおける強靭で持続可能な水・衛生

施設とサービス、マジュロにおける循環経済と廃棄物サービスの強化、イバイ

における気候変動への回復力と道路接続性の改善を提供する。 

助成金の最大部分はマジュロ上下水道公社（MWSC）に向けられ、上下水道の

大規模なアップグレードが行われる。 

プロジェクトは 2025年初頭に開始され、5、6年での完成を目指している。 

原文 

（26th September 2024, The Marshall Islands Journal） 

 

７ マーシャル諸島で初となる国家安全保障法が成立した。同法は、国家安全

保障委員会を創設し、国家安全保障アドバイザーの役職と国家安全保障事務所

を設置することを規定している。 

原文 

（27th September 2024, The Marshall Islands Journal） 

  

https://marshallislandsjournal.com/adbs-biggest-grant-to-rmi/


 

 


